
ライフステージに応じた支援

学校等における発達障がい児への支援（教育委員会）

１ 発達障がいの可能性のある児童生徒等の系統性のある支援
研究事業 【4,153千円】
発達障がいの可能性のある児童生徒等に対する支援に向け、各学校段
階 移行期における系統性のある支援について調査研究を実施

２ 高校生活支援カードの実施
生徒の状況や保護者のニーズを把握し、高等学校卒業後 社会的自立
に向けて学校生活 送    適切 指導・支援の充実につなげる。

連携部局
【教委】【福祉】

学齢期

成人期の支援者養成や就労支援

１ 就労移行支援                （ＴＴＡＰ）
普及事業＜新＞ 【576千円】
発達障がい者の就労のためのアセスメントに焦点をあてたTEACCH
移行            （TTAP）の普及促進

２ 精神・発達障がい者職場定着支援事業 【7,314千円】
（商工労働部）

・発達障がい者・精神障がい者のセルフコントロールを企業がサポート
するための効果的な手法の検証、普及
・発達障がい者・精神障がい者の職場定着を促進するため企業の従
業員を職場内のサポーターとして養成

３ 精神・発達障がい者等のための就職支援事業＜新＞
【9,441千円】（商工労働部）

・発達障がい者を含む精神障がい者の求職者を中心とした合同企業
説明会開催などを通じた雇用機会を創出

成人期
連携部局

【福祉】【商工労働】

家族に対する支援

ペアレントサポート事業【5,101千円】
１ ペアレント・トレーニング推進事業（インストラクターの養成・市町村普及支援）<一部新＞ 市町村等におけるペアレント・トレーニングの実施を推進するため、インストラクターの養成、OJTによる導入支援を実施
２ ペアレント・メンター事業（ペアレント・メンター養成研修・ペアレント・メンター活動） ペアレント・メンターの養成・スキルアップを目的とした研修を実施、    事業 統括 行          配置     事業 運営

総合的な支援体制の整備

発達障がい児者地域支援体制整備事業
１ 発達障がい者地域支援マネージャー事業<新> 【12,510千円】
「発達障がい者地域支援マネージャー」が市町村の体制整備に向けた相談・助言、困難ケースに係るコンサルテーション、市町村内事業所への研修等を実施

２ 就労移行支援のためのアセスメントプロフィール（TTAP）普及事業＜新＞（再掲）
３ 障がい児通所支援事業者育成事業（再掲）
４ 発達障がい専門医師養成事業(精神科医師専門養成・小児科医師専門養成) <一部新> 【4,621千円】
発達障   診断 可能 医療機関 拡充 図    精神科医師を対象とした専門医師養成研修等を実施

発達障がい者支援センター事業 【33,514千円】＜拡充＞ 府域の発達障がい児者支援 総合的 行 拠点    専門的 相談支援 関係機関  情報提供 連絡会議等 実施
相談支援や普及啓発研修ニーズ増加に対応するため、支援員の増員により体制を強化

発達障がい児者支援体制整備検討部会 【930千円】 府域の発達障がい児者支援体制の検討のため部会、ワーキングを運営

発達障がいの早期気づき・発達支援への取組
１ 発達障がい早期気づき支援事業
(1) 乳幼児健診体制整備事業 【4,632千円】
① ゲイズファインダー活用事業＜拡充＞
市町村における乳幼児健診の充実を図るため、健診現場におけるゲイズファイ
ンダーの活用について市町村におけるモデル事業等を実施するとともに、本事
業を通じて、具体的導入・運用方法に関するモデルを策定
② 保健師研修
乳幼児健診時    早期 気   早期療育      強化するため、
市町村における自主的な取組を支援するための研修を実施

(2) 気づき支援人材育成事業 【856千円】
・ 幼稚園教諭・保育士等研修
早期 気      力 強化       発達障   可能性のある子ど
もへの対応力を高めるため、実践的な研修を実施

乳幼児期
連携部局

【福祉】【健康医療】
【府民文化】【教委】

(3) 大阪府発達障がい児療育拠点
・ 個別療育 実施（市町村事業）
府発達障がい児療育拠点 市町村児童発達支援    等     個別      基  専門療育 実施

・ 障がい児通所支援事業者育成事業 【27,884千円】
「発達障がい児療育拠点」における児童発達支援センターや事業所に対する機関支援、人材育成の実施

発 達 障 が い 児 者 総 合 支 援 事 業（案）
平成2８年度予算(案)
１１１,５３２千円

平成25年度に知事重点事業として創設した『発達障がい児者総合支援事業』について、これまでの成果を踏まえ、平成２８年度は発達障がいの
ある方が地域において切れ目のない支援を受けることができるよう、市町村における総合的な地域支援体制の整備を図ります。

大阪府資料ー２


